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今週のキーワード 

ふるさと納税制度 

 出身地などを応援したい都道府県、市区町村などに金銭を寄付した場合、5,000円を超えた部分

が、寄付した本人が住んでいる自治体に納める個人住民税（地方税）と、所得税（国税）から控

除される仕組みのこと。ふるさとに直接納税するのではない。都市と地方の税収格差を解消しよ

うと、08年４月改正の改正地方税法で導入された。収入や世帯構成に応じて控除額に上限が設け

られている。寄付するのは出身地でなくても可。住民がその街に行う寄付もＯＫ。 

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

ゆるキャラが生み出す多彩な効果 
予想以上に地方財政への貢献も 
 

 全国各地の観光地ＰＲや行政等の団体のイベ

ント会場にノソっと現れる愛らしい「ゆるキャ

ラ」。ゆるキャラとは、その地方を象徴する特

徴や産物などを着ぐるみキャラクターに擬した

もので、07年あたりから人気急上昇し、各イベ

ントの集客アップに欠かせない存在だ。 

 人が集まればイベントの目的が達成され、土

産品やグッズが売れる。さらにそのモノが口コ

ミで評判を呼ぶことによって売れ行きが増すと

いう好循環を生んでいる。埼玉県では県のマス

コット「コバトン」を先頭に立て、県内の名産

やグルメをゆるキャラで表現し、県内11団体ま

で参加する勢いとなっている。名産・草加せん

べいの「ぱりぽりくん」などがイベント会場や

物産館で愛嬌をふりまく光景が見られる。 

 08年にも鳥取県観光連盟は「ゆるキャラカッ

プin鳥取砂丘」という運動会のような全国イベ

ントを開いた。鳥取県内のマスコットを中心に、

ゆるキャラのスター「ひこにゃん」（滋賀県彦

根市）、「うながっぱ」（岐阜県多治見市）な

ど、全国から52団体が参加し、7,000人余りの人

が来場した。 

 彦根市は「ふるさと納税制度」の寄付目的の

項目に「ひこにゃん応援事業」を入れた。する

と９割の人がこの項目で寄付、総額約100万円に

も達した。埼玉も鳥取も「経費の割に宣伝効果

が高い」と費用対効果に満足げ。納税には渋く

とも、ゆるキャラなら許すという心理。ここに

マーケティングの面白さ、妙味がある。 

一人会社規制の対象は５万６千社 
基準所得金額の引上げで対象半減 
 
 特殊支配同族会社の業務主宰役員給与の損金

不算入措置は、いわゆる実質一人会社のオーナ

ー給与の給与所得控除相当額を損金不算入とす

るものである。 

 2006年度税制改正で創設され、2006年４月１

日以後に開始する事業年度から適用されたが、

２年目となる2007年度分の対象法人数は５万６

千社にのぼることが、昨年暮れの牧義夫民主党

衆議院議員の質問に対する国会答弁書で明らか

になった。 

 財務省の試算では当初、全国の同族会社に占

める課税対象社数を５万社程度（約２％）とみ

られていたが、フタを開けると対象会社数は試

算の２倍強となる約11万７千社（約4.8％）に達

した。このことから、各業界団体等から廃止を

含めた見直しを求める声が高まった。 

 こうした要望等を踏まえて、2007年度税制改

正において適用除外基準である基準所得金額

が、800万円から1,600万円へと２倍に引き上げ

られた。 

 上記の国会答弁書によると、2008年３月決算

法人に関して行ったサンプル調査結果では、同

族会社数に占める同制度の適用対象法人数の割

合は約2.3％と、適用初年度に比べ2.5ポイント

減少した。この割合を基に2007年度分適用対象

法人の総数を機械的に推計すると約５万６千社

となっており、適用除外基準額が２倍に引き上

げられたことから、対象法人数は半分以下に減

少したことになる。 

税務会計


